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平成29年度決算に係る財務書類4表について

○作成について

○作成・公表する財務書類について

「平成27年1月23日付総務大臣通知（総財務第14号）統一的な基準による地方公会計の
整備促進について」により、財政のマネジメントを強化すること、地方公共団体の限
られた財源の有効活用に向けた取組は重要であるとし、平成27年度から平成29年度の3
年間で全ての地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成することと
されています。

○各財務書類の関連性について（資料：統一的な基準による地方公会計マニュアル）

概　　要財務書類

貸借対照表
（BS）

行政コスト計算書
（PL）

純資産変動計算書
（NW）

資金収支計算書
（CF）

　年度末時点で日吉津村が所有する「資産」・「負
債」・「純資産」の残高を示し、本村の財政状態を示
すもの

　1年間の行政活動で、福祉サービスや職員人件費に
かかる経費など資産形成に繋がらない行政サービスに
費やしたコストと公民館等の使用料や手数料等の収益
を示すもの

　貸借対照表中の純資産が、会計年度中にどのように
変動したかを示すもの

　1年間の資金の流れについて、「業務活動収支」・
「投資活動収支」・「財務活動収支」の3つの性質に
区分て示したもの



（平成30年 3月31日現在）
会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 4,764,045,556 固定負債 2,525,351,494 
有形固定資産 4,423,912,594 地方債 2,312,611,215 

事業用資産 3,703,048,756 長期未払金 - 
土地 1,409,757,335 退職手当引当金 170,527,659 
立木竹 - 損失補償等引当金 41,500,000 
建物 4,491,273,129 その他 712,620 
建物減価償却累計額 △ 2,385,105,053 流動負債 205,215,162 
工作物 587,018,662 １年内償還予定地方債 151,217,606 
工作物減価償却累計額 △ 405,185,157 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 29,313,809 
航空機 - 預り金 24,210,707 
航空機減価償却累計額 - その他 473,040 
その他 - 2,730,566,656 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 5,289,840 固定資産等形成分 5,327,653,436 

インフラ資産 657,805,643 余剰分（不足分） △ 2,574,173,026 
土地 6,891,968 
建物 - 
建物減価償却累計額 - 
工作物 1,800,679,309 
工作物減価償却累計額 △ 1,152,940,834 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 3,175,200 

物品 150,588,159 
物品減価償却累計額 △ 87,529,964 

無形固定資産 7,858,712 
ソフトウェア 7,858,712 
その他 - 

投資その他の資産 332,274,250 
投資及び出資金 91,152,304 

有価証券 15,525,704 
出資金 75,626,600 
その他 - 

投資損失引当金 △ 2,663,419 
長期延滞債権 12,780,859 
長期貸付金 11,286,000 
基金 220,546,557 

減債基金 - 
その他 220,546,557 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 828,051 

流動資産 720,001,510 
現金預金 150,808,165 
未収金 5,996,080 
短期貸付金 1,518,000 
基金 562,089,880 

財政調整基金 484,258,000 
減債基金 77,831,880 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 410,615 2,753,480,410 

5,484,047,066 5,484,047,066 

貸借対照表

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



①貸借対照表

◆本村の分析

　日吉津村（一般会計等）においては、平成29年度時点で資産額が55億円、負債額が27
億円あり、資産のうち約49％が将来世代への負担で形成されております。純資産額は28
億円あり、資産のうち約51％が現役世代の負担で形成されております。

○貸借対照表（BS：Balance Sheet）とは
　貸借対照表とは年度末時点で日吉津村が所有する「資産」・「負債」・「純資産」の
残高を示し、本村の財政状態を示すものです。

資産の部は、資金や金融資産と将来の世代に引き継ぐ社会資本の金額を示すものです。
また資本の運用形態を表すものとなります。
　
負債の部は、将来世代が負担しなければならない金額を示しています。純資産の部は、
これまでの世代が負担した金額を示しています。また、負債の部と純資産の部は資本の
調達源泉を表すものとなります。

負債の部

純資産の部

資産の部

貸借対照表

調達源泉運用形態



自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：円）

金額

経常費用 1,995,714,048 

業務費用 1,061,564,579 

人件費 513,158,676 

職員給与費 378,063,032 

賞与等引当金繰入額 29,313,809 

退職手当引当金繰入額 4,465,689 

その他 101,316,146 

物件費等 519,167,994 

物件費 305,749,948 

維持補修費 32,989,640 

減価償却費 180,428,406 

その他 - 

その他の業務費用 29,237,909 

支払利息 13,960,991 

徴収不能引当金繰入額 513,897 

その他 14,763,021 

移転費用 934,149,469 

補助金等 588,803,745 

社会保障給付 230,367,968 

他会計への繰出金 114,975,756 

その他 2,000 

経常収益 99,309,348 

使用料及び手数料 43,613,570 

その他 55,695,778 

純経常行政コスト △ 1,896,404,700 

臨時損失 21,060,214 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 18,396,795 

投資損失引当金繰入額 2,663,419 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 6,088,920 

資産売却益 88,920 

その他 6,000,000 

純行政コスト △ 1,911,375,994 

科目

行政コスト計算書



②行政コスト計算書

◆本村の分析

　日吉津村（一般会計等）においては平成29年度の純経常行政コストが▲18.96億円あ
り、自治体を一年間運営する経常的なコストが▲18.96億円かかることを表しておりま
す。また資産の除売却等の臨時的な経費が0.15億円あり、一年間の純粋なコストである
純行政コストが▲19.11億円となっております。

○行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）とは
　行政コスト計算書とは1年間の行政活動で、福祉サービスや職員の人件費にかかる経費
など資産形成に繋がらない行政サービスに費やしたコストと公民館等の使用料や手数料
等の収益を示すものです。「経常費用」・「経常収益」・「臨時損失」・「臨時利益」
の区分で表示されます。

　「経常費用」・「経常収益」は、毎会計年度経常的に発生する費用及び収益を表しま
す。「経常費用」・「経常収益」の差額が「純経常行政コスト」として表示されます。

「臨時損失」・「臨時利益」は、費用・収益の定義に該当するもののうち、臨時的に発
生する費用・収益を表します。主に資産除売却損益が該当します。上記、「純経常行政
コスト」に「臨時損失」・「臨時利益」を加減算したものが「純行政コスト」として表
示されます。

経常収益

純経常行政コスト

臨時損益

臨時利益

経常費用

臨時損失

行政コスト計算書

純行政コスト



純資産変動計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 2,791,840,912 5,122,177,463 △ 2,330,336,551 

純行政コスト（△） △ 1,911,375,994 △ 1,911,375,994 

財源 1,873,015,494 1,873,015,494 

税収等 1,546,449,188 1,546,449,188 

国県等補助金 326,566,306 326,566,306 

本年度差額 △ 38,360,500 △ 38,360,500 

固定資産等の変動（内部変動） 205,475,973 △ 205,475,973 

有形固定資産等の増加 504,753,944 △ 504,753,944 

有形固定資産等の減少 △ 205,122,201 205,122,201 

貸付金・基金等の増加 36,365,793 △ 36,365,793 

貸付金・基金等の減少 △ 130,521,563 130,521,563 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 - - 

その他 △ 2 0 △ 2 

本年度純資産変動額 △ 38,360,502 205,475,973 △ 243,836,475 

本年度末純資産残高 2,753,480,410 5,327,653,436 △ 2,574,173,026 

科目 合計



③純資産変動計算書

◆本村の分析

　日吉津村（一般会計等）においては純行政コストから財源を差引いた数字である平
成29年度の本年度差額が約▲0.38億円であり、税収等や国県補助金の財源で一年間の
コストを賄いきれなかったことを表しております。また、固定資産の寄附等による無
償所管換等を加えた本年度純資産変動額も約▲0.38億円あり、純資産額が前年度に比
べ減少していることを表しております。

○純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）とは
　貸借対照表のうち「純資産」の部に計上されている数値が1年間でどのように変動
（増減）したかを示すものです。「本年度差額」と「固定資産等の変動（内部変
動）」、「その他」の区分で表示されます。

「本年度差額」は「純行政コスト」と「財源」により構成されます。「純行政コス
ト」は前述の行政コスト計算書の数値と一致します。「財源」は地方税、地方交付税
等の「税収等」と国や県からの補助金である「国県等補助金」で構成されます。

「固定資産等の変動（内部変動）」は、「有形固定資産等の増加」、「有形固定資産
等の減少」、「貸付金・基金等の増加」及び「貸付金・基金等の減少」に分類され、
その内訳については、固定資産形成分と余剰分（不足分）について正負が必ず逆にな
ります。
「有形固定資産等の増加」は、有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産
の増加額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出（または支出が確
定）した金額を表示します。
「有形固定資産等の減少」は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及
び除売却による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収入（元本分）、
除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当額を表示します。
「貸付金・基金等の増加」は、貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または
新たな貸付金・基金等のために支出した金額を表示します。
「貸付金・基金等の減少」は、貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸
付金の償還収入及び基金の取崩収入相当額等を表示します。

「その他」は「資産評価差額」、「無償所管換等」、「その他」に分類されます。
　「資産評価差額」は、その他有価証券の評価差額金を表示します。
　「無償所管換等」は、固定資産の寄附入、寄附出、調査判明等の増減額を表示しま
す。
　「その他」は上記以外の、固定資産形成分と余剰分（不足分）の増減額等を表示し
ます。



資金収支計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：円）

金額
【業務活動収支】

業務支出 1,810,957,348 
業務費用支出 876,807,879 

人件費支出 509,425,068 
物件費等支出 338,658,799 
支払利息支出 13,960,991 
その他の支出 14,763,021 

移転費用支出 934,149,469 
補助金等支出 588,803,745 
社会保障給付支出 230,367,968 
他会計への繰出支出 114,975,756 
その他の支出 2,000 

業務収入 1,932,677,348 
税収等収入 1,542,822,253 
国県等補助金収入 290,521,306 
使用料及び手数料収入 43,613,570 
その他の収入 55,720,219 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 121,720,000 
【投資活動収支】

投資活動支出 533,967,310 
公共施設等整備費支出 504,834,733 
基金積立金支出 23,358,577 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 5,774,000 
その他の支出 - 

投資活動収入 165,498,920 
国県等補助金収入 36,045,000 
基金取崩収入 119,016,000 
貸付金元金回収収入 4,052,000 
資産売却収入 6,385,920 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 368,468,390 
【財務活動収支】

財務活動支出 216,757,394 
地方債償還支出 216,284,354 
その他の支出 473,040 

財務活動収入 561,984,000 
地方債発行収入 561,984,000 
その他の収入 - 

財務活動収支 345,226,606 
本年度資金収支額 98,478,216 
前年度末資金残高 28,119,242 
本年度末資金残高 126,597,458 

前年度末歳計外現金残高 28,481,512 
本年度歳計外現金増減額 △ 4,270,805 
本年度末歳計外現金残高 24,210,707 
本年度末現金預金残高 150,808,165 

科目



④資金収支計算書

◆本村の分析

　日吉津村（一般会計等）においては平成29年度の業務活動収支が1.2億円、投資活動
収支が▲3.7億円あり、業務活動の黒字分で投資活動の赤字分を補填していることが分
かります。また財務活動収支が3.5億円あり、借金である地方債等の額が増加している
ことを表しております。

○資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）とは
　資金収支計算書とは1年間の資金の流れを示すもので、性質に区分して、収入と支出
を示し、どのような活動に資金が使われたかを示します。「業務活動収支」、「投資活
動収支」、「財務活動収支」の区分で表示されます。

「業務活動収支」とは、税収や使用料の収入や人件費、物件費等の支出等の投資活動・
財務活動以外の現金の収入及び支出を表します。
「投資活動収支」とは、固定資産の取得、基金の積み立てによる支出や固定資産の売
却、基金の取崩による収入等の投資的な活動における現金の収入及び支出を表します。
「財務活動収支」とは、地方債の借り入れによる収入や地方債の償還による支出等の資
金の調達及び返済による財務的な活動における現金の収入及び支出を表します。

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支


